	平成22年6月29日（火）
平成22年度　 第2回

大阪府河川整備委員会
	参考
資料

４


平成22年度 第１回 大阪府河川整備委員会　議事概要
日　時：平成２２年５月１９日（水）10:00～12:00

場　所：ドーンセンター　５階特別会議室　

出　席：山下委員長、石田委員、中川委員、中嶋委員、堀委員、堀野委員、前迫委員、道奥委員、
宮本委員、井上都市整備部長他
概　要：〔以下、○委員質疑　●事務局回答〕
報告書
【全般】
○環境やまちづくりが今後の治水対策の進め方フローに記載されているが、本報告書（案）の治水目標の決定にどう影響するのかがわかりにくい。
●今後、個別の河川整備計画を策定していく上で、検討していく。
【効果や費用】
○効果をどのように出したのか、前提条件をはっきりと記載すべき。
●効果は一般資産被害、農作物被害、公共土木施設被害を計上した。人命損傷の人的被害や精神的被害、交通途絶などの影響は計上していない。
○経済的内部収益率でみる指標は理解しやすい。
○効果や費用の精度が高くないと議論できないので、精度の向上に努めてほしい。
【優先順位付け】
○50ﾐﾘ対策をまず実施していくとあるが、優先順位がＡランクの河川とどちらを優先するのかがわかりにくい。
●まずは、50ミリ対策とAランク河川は実施していく。投資できる予算等を考慮して優先順位を考え、政策決定していく。
【モデル河川の検証】
○モデル河川による検証は、あくまでも１事例という解釈でよいか。この結果をそのまま公表すると、これで決まったように解釈されてしまうので、注釈をつけて公表すべき。
●当面の治水目標等を設定する検証事例として示したものであるので、公表時には説明書きを加える。
【表記について】
○危険度が高い方から低い方へⅠ～Ⅲと表現されているが、府民は逆に解釈するのではないか。
●危険度が高い方から低い方へⅢ～Ⅰとなるように修正する。
○家屋の高層化は高層マンションを誘導するように解釈されるため、記載方法を見直すべき。

○固定資産税の減免は開発を誘導するように解釈されるため、記載方法を見直すべき。
委員会の進め方
○個別の河川整備計画策定においては、現地を確認しながら検討を進めるべき。

○府民にわかりやすい資料となるよう配慮すべき。特に専門用語は避けるべき。

○専門用語を避けた場合、正確に表現できない恐れもある。府民向けには正確性を欠く可能性はあるが、翻訳版を作成する方法もあると思うので検討してはどうか。
○府民の意見が反映できるように傍聴者が発言できる場を設けるべき。また、府民が参加しやすいように、開催時間と場所を配慮すべき。
●次回委員会で考え方を提示する。

結論
○報告書（案）の内容は、おおむね妥当と判断。大阪府は、委員の意見を踏まえ、報告書（案）の修正等を行い、各委員に確認をとった上で、（案）をとること。






